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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】改善されたばね締付要素を持つ直列端子を提供
する。
【解決手段】導体レール部分２と、テンション・フレー
ム３と、コイルばね８と、を有するばね締付要素１が記
載される。操作シリンダ１０が、ねじ山１１により回転
可能に且つ操作シリンダの伸長方向において位置固定に
、テンション・フレームまたは導体レール部分に支持さ
れている。前記操作シリンダは、そのねじ山により、少
なくとも導体を挟み付けた締付状態において、ほぼテン
ション・フレームの内部空間内に配置されている。操作
シリンダのねじ山は、操作シリンダを回転させてテンシ
ョン・フレームを導体レール部分に対して相対的に移動
させるために、テンション・フレームまたは導体レール
部分と結合された操作部１３のねじ山１２とかみ合って
いる。
【選択図】図１



(2) JP 2012-4111 A 2012.1.5

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
導体レール部分（２）と、
前記導体レール部分（２）に対して相対的に可動に導体レール部分（２）に支持され且つ
導体（Ｌ）を締付端縁（５ａ、５ｂ）と導体レール部分（２）との間に挟み付けるために
導体レール部分（２）の下側で挟む締付端縁（５ａ、５ｂ）を有するテンション・フレー
ム（３）と、および
前記導体レール部分（２）および前記テンション・フレーム（３）と作動結合をなし且つ
テンション・フレーム（３）および導体レール部分（２）の間にばね力を与えるコイルば
ね（８）と、を有するばね締付要素（１）において、
操作シリンダ（１０、１９）が、ねじ山（１１）により回転可能に且つ操作シリンダ（１
０、１９）の伸長方向において位置固定に、テンション・フレーム（３）または導体レー
ル部分（２）に支持されていること、
前記操作シリンダ（１０、１９）は、そのねじ山（１１）により、少なくとも導体（Ｌ）
を挟み付けた締付状態において、ほぼテンション・フレーム（３）の内部空間内に配置さ
れていること、および
操作シリンダ（１０、１９）のねじ山（１１）は、操作シリンダ（１０、１９）を回転さ
せてテンション・フレーム（３）を導体レール部分（２）に対して相対的に移動させるた
めに、テンション・フレーム（３）または導体レール部分（２）と結合された操作部（１
３）のねじ山（１２）とかみ合っていること、を特徴とするばね締付要素（１）。
【請求項２】
操作シリンダ（１９）が外ねじ山を有し、内ねじ山を有するスリーブ（２０）が操作部（
１３）を形成し、この場合、操作シリンダ（１９）がスリーブ（２０）内に入り込み且つ
その外ねじ山をスリーブ（２０）の内ねじ山と協働させることを特徴とする請求項１に記
載のばね締付要素（１）。
【請求項３】
操作部（１３）が外ねじ山を有し、内ねじ山を有するスリーブ（２０）が操作シリンダ（
１９）を形成し、この場合、操作部（１３）がスリーブ（２０）内に入り込み且つその外
ねじ山をスリーブ（２０）の内ねじ山と協働させることを特徴とする請求項１に記載のば
ね締付要素（１）。
【請求項４】
スリーブ（２０）がその外周に突出部（２２）を有し且つコイルばね（８）がこの突出部
（２２）に当接することを特徴とする請求項２または３に記載のばね締付要素（１）。
【請求項５】
コイルばね（８）がスリーブ（２０）の内部空間内に受け入れられ且つスリーブ（２０）
内に入り込んだ操作シリンダ（１９）の自由端部とスリーブ（２０）の底部との間に配置
されていることを特徴とする請求項２ないし４のいずれか一項に記載のばね締付要素（１
）。
【請求項６】
ねじ山（１１）を有する操作シリンダ（１０、１９）がコイルばね（８）の内部空間内に
入り込んで伸長していることを特徴とする請求項１ないし４のいずれか一項に記載のばね
締付要素（１）。
【請求項７】
操作シリンダ（１０、１９）が導体レール部分（２）の方向にコイルばね（８）の内部空
間内に入り込んで伸長し且つテンション・フレーム（３）に支持されていること、および
コイルばね（８）の伸長方向に導体レール部分（２）に対して相対的に軸方向に固定支持
された操作相手部分が、操作シリンダ（１０、１９）とは反対方向にコイルばね（８）の
内部空間内に入り込んで伸長し、この場合、操作相手部分は操作シリンダ（１０、１９）
のねじ山（１１）とかみ合うねじ山を有すること、を特徴とする請求項６に記載のばね締
付要素（１）。
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【請求項８】
操作シリンダ（１９）がその外周に突出部（２４）を有し且つテンション・フレーム（３
）がこの突出部（２４）に当接することを特徴とする請求項１ないし７のいずれか一項に
記載のばね締付要素（１）。
【請求項９】
前記操作シリンダ（１９）の突出部（２４）は周方向に配置され且つ止め凹部（２６）を
有し、および少なくとも１つの終端位置において回らないように操作シリンダ（１９）を
固定するために、止め凹部（２６）内に係止可能な回転止め（２５）が設けられているこ
とを特徴とする請求項８に記載のばね締付要素（１）。
【請求項１０】
導体レール部分（２）がトンネル薄板（６）を有し、トンネル薄板（６）は、導体レール
部分の一部と導体レール部分の一部に向かい合うトンネル薄板（６）の内壁との間に接続
空間（７）を提供して導体レール部分の一部に取り付けられていることを特徴とする請求
項１ないし９のいずれか一項に記載のばね締付要素（１）。
【請求項１１】
前記接続空間（７）内に挿入可能な接点ピンに接点圧力を与えるための、接続空間（７）
内に配置された板ばね（１８）を備えることを特徴とする請求項１０に記載のばね締付要
素（１）。
【請求項１２】
絶縁材ハウジング（３０）と、および絶縁材ハウジング（３０）内に受け入れられた請求
項１ないし１１のいずれか一項に記載の少なくとも１つのばね締付要素（１）と、を有す
る直列端子（２９）。
【請求項１３】
共通の導体レール部分（２）に、それぞれ、１つのテンション・フレーム（３）と、およ
び１つの操作シリンダ（１０、１９）および１つの操作部（１３、２０）により形成され
た操作機構と、により提供される少なくとも２つの締付位置が存在することを特徴とする
請求項１２に記載の直列端子（２９）。
【請求項１４】
コイルばね（８）が予め付勢されてテンション・フレーム（３）の終端位置において回転
止め（２５）が操作シリンダ（１９）の止め凹部（２６）とかみ合うように、それぞれ１
つの回転止め（２５）が絶縁材ハウジング（３０）内に可動に支持されていることを特徴
とする請求項１２または１３に記載の直列端子（２９）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、
　導体レール部分と、
　導体レール部分に対して相対的に可動に導体レール部分に支持され且つ導体を締付端縁
と導体レール部分との間に挟み付けるために導体レール部分の下側で挟む少なくとも１つ
の締付端縁を有するテンション・フレームと、および
　導体レール部分およびテンション・フレームと作動結合をなし且つテンション・フレー
ムおよび導体レール部分の間にばね力を与えるコイルばねと、を有するばね締付要素に関
するものである。
【０００２】
　本発明は、さらに、絶縁材ハウジングと、および絶縁材ハウジング内に受け入れられた
少なくとも１つのばね締付要素と、を有する直列端子に関するものである。
【背景技術】
【０００３】
　このようなテンション・フレーム／ばね力端子は特に大電流利用に適している。コイル
ばねはテンション・フレームの締付端縁に十分な締付力を与え、これにより大電流用に適
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した締付作用を締付端縁に当接する導体に与えることが可能である。
【０００４】
　ＤＥ１９８１７９２４Ｃ２から、このようなテンション・フレーム／ばね力締付接続を
有する大電流端子が既知である。締付位置を開放するために、テンション・フレームは送
り／回転シリンダにより下方に押し付けられ、このときコイル圧縮ばねが圧縮される。こ
の場合、送り／回転シリンダは大電流端子の絶縁材ハウジング内において案内される。
【０００５】
　送り／回転シリンダの最大下方位置において、送り／回転シリンダは、ばねの復元力に
抗して移動可能な固定バーにより開放終端位置に保持可能である。
　ＤＥ１０２００８００８６５１Ａ１に、かご形引張ばねとして形成されたばね締付接続
を有する電気端子が記載されている。かご形引張ばねは接点かご内に挿入され且つかご形
引張ばねの締付脚部はねじを介して可動である。ねじは端子の絶縁材ハウジング内に位置
固定に且つ回転可能に支持され且つ回転することなく絶縁材ハウジング内で縦方向に可動
に案内されたねじ山ナットと協働する。導体を受け入れるための締付接続の開放は、かご
形引張ばねの締付脚部におけるねじ山ナットを引っ張ることにより行われる。
【０００６】
　ＤＥ６０００７１４９Ｔ２に、テンション・フレーム／ばね締付接続を有する接続端子
が記載され、この接続端子においては、回転可能に支持された外周にねじ面を有するジャ
ーナルが、対応するねじ面を有する２つのスリーブ間に挿入されている。一方のスリーブ
はテンション・フレームに支持され、他方のスリーブは絶縁材ハウジングと一体に成形さ
れている。操作ジャーナルを回転することにより、テンション・フレームはねじ面の相互
滑りを介して移動可能である。
【０００７】
　さらに、ＤＥ１９５１３２８１Ａ１から、固定された接続フレーム並びに接続フレーム
に対して相対的に可動なブッシュ端子を有する接続端子が既知である。ブッシュ端子と接
続フレームとの間に圧縮ばねが配置されている。締付ねじのねじ山軸が接続フレームの内
孔を貫通し且つブッシュ端子のねじ山部内にかみ合っている。締付ねじのねじ頭は、操作
したときにハウジングに当接するように支持され、これにより、ブッシュ端子は受入空間
を開放することが可能である。受入空間をさらに開くことは、締付ねじをさらに押し下げ
ることによって作動可能である。
【０００８】
　テンション・フレームを有する既知のばね力締付接続においては、絶縁材ハウジングへ
の力作用によるテンション・フレーム接続の操作の問題が発生する。したがって、このよ
うなテンション・フレーム／ばね締付接続を有する接続端子は、比較的大型に形成されな
ければならず、このことは構造寸法に対して不利に働く。さらに、テンション・フレーム
の上方の操作機構は比較的大きな空間をとり、このことは同様に構造寸法を増大させる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】ＤＥ１９８１７９２４Ｃ２
【特許文献２】ＤＥ１０２００８００８６５１Ａ１
【特許文献３】ＤＥ６０００７１４９Ｔ２
【特許文献４】ＤＥ１９５１３２８１Ａ１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　したがって、本発明の課題は、改善されたばね締付要素およびこのようなばね締付要素
を有する改善された直列端子を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
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　この課題は、冒頭記載のタイプのばね締付要素により、操作シリンダが、ねじ山により
回転可能に且つ操作シリンダの伸長方向において位置固定に、テンション・フレームまた
は導体レール部分に支持されていること、操作シリンダは、そのねじ山により、少なくと
も導体を挟み付けた締付状態において、ほぼテンション・フレームの内部空間内に配置さ
れていること、および操作シリンダのねじ山は、操作シリンダを回転させてテンション・
フレームを導体レール部分に対して相対的に移動させるために、テンション・フレームま
たは導体レール部分と結合された操作部のねじ山とかみ合っていること、によって解決さ
れる。
【００１２】
　本発明の教示により、ねじ山を有する操作シリンダは、少なくとも締付状態において、
テンション・フレームの内部空間内に入り込んで伸長している。しかしながら、この場合
、操作シリンダは、回転可能に且つその伸長方向において位置固定に、テンション・フレ
ームまたは導体レール部分に支持されている。操作シリンダを回転したときの操作シリン
ダと操作部との間の相互の相対運動により、コイルばねの軸方向の荷重除去または荷重付
加したがってばね締付要素の開放および閉鎖が行われる。操作シリンダをテンション・フ
レームの内部空間内に受け入れることにより、ばね締付要素の操作のために必要な作用空
間は、利用されていないテンション・フレームの内部空間内に移動される。テンション・
フレームの上方に操作機構のための追加構造空間は必要ではない。
【００１３】
　さらに、操作シリンダにより、自己支持タイプのばね締付要素が提供され、このばね締
付要素においては、ばね締付要素の操作を行わせるために、操作機構はもはや直列端子の
絶縁材ハウジングに支持される必要はない。操作シリンダと操作部との間の相互の相対回
転において、操作力は、操作シリンダをテンション・フレームに装着することによりテン
ション・フレームによって受け止められ、および操作相手部分を直接または間接にコイル
ばねに装着することにより、ばね締付要素それ自身によって受け止められる。
【００１４】
　このようにして、直列端子のための絶縁材ハウジングの形成は、これが堅固に且つ補強
されて形成される必要なく簡単化可能である。
　操作シリンダが外ねじ山を有しおよび操作相手部分内の操作部が内ねじ山を有するスリ
ーブの形に形成されているとき、それは特に有利である。このとき、操作シリンダがスリ
ーブ内に入り込み且つその外ねじ山をスリーブの内ねじ山と協働させる。
【００１５】
　操作シリンダが内ねじ山を有し且つ外ねじ山を有する操作相手部分が操作シリンダの内
部空間内にかみ合う逆の変更態様もまた考えられることは当然であり、これにより、両方
の部分の一方を回転したときに操作ボルトと操作相手部分との間の相対運動を行わせるこ
とが可能である。
【００１６】
　ねじ山を有する操作シリンダがコイルばねの内部空間内に入り込んで伸長し、これによ
り、コイルばねの内部空間が受入空間として利用されるとき、それは特に有利である。
　ここで、さらに、操作部特にスリーブがその外周に例えば突出部を有していてもよく、
この場合、コイルばねはこの突出部に当接する。したがって、スリーブ並びに操作シリン
ダはコイルばねの内部空間内に入り込み、これにより、これまで利用されなかったこの空
間が利用され且つばね締付要素の構造寸法が従来の方法に比較して著しく低減される。
【００１７】
　同様に、操作シリンダがその外周に突出部を有し且つテンション・フレームがこの突出
部に当接していてもよい。突出部は外周の少なくとも１つの部分領域内に存在していても
よいが、場合により、変化する深さで外周の周りをリング状に包囲してもよい。
【００１８】
　代替態様として、コイルばねがスリーブの内部空間内に受け入れられ且つスリーブ内に
入り込んだ操作シリンダの自由端部とスリーブの底部との間に配置されていることもまた
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考えられる。この場合、通常利用されないスリーブの内部空間が受入空間として利用され
且つ同様に小さい構造寸法が達成される。ここで、コイルばねはスリーブの底部に対して
および操作シリンダ即ちボルトの端面側に対して作用する。
【００１９】
　周方向突出部が止め凹部を有し、および少なくとも１つの終端位置において回らないよ
うに操作シリンダを固定するために、止め凹部内に係止可能な回転止めが設けられている
とき、それは特に有利である。回転止めを止め凹部内にはめ込んだとき、操作シリンダの
それ以後の回転は阻止される。このような回転は、コイルばねが予め付勢され且つ圧力が
操作シリンダに作用し、この圧力が操作シリンダを自動的に回転運動させ、したがってば
ね締付要素を自動的に閉鎖させるであろうとき、特に発生する。
【００２０】
　導体レール部分と導体レール部分に向かい合うトンネル薄板の内壁との間に接続空間を
提供して導体レール部分にトンネル薄板が固定されているとき、それは特に有利である。
コイルばねおよび場合により操作相手部分ないしはスリーブはトンネル薄板に支持される
。トンネル薄板の内壁と導体レール部分との間の接続空間は、このとき、例えば横ブリッ
ジの接点ピンを挿入するために利用可能である。このような接点ピンを、トンネル薄板お
よび特に導体レール部分と確実に電気的に接触させるために、接続空間内に挿入可能な接
点ピンに接点圧力を与えるための板ばねが接続空間内に配置されているとき、それは特に
有利である。これにより、ばね力ないしは差込力は接続される導体とは無関係であること
が保証されている。
【００２１】
　課題は、さらに、絶縁材ハウジングと、および絶縁材ハウジング内に受け入れられた上
記のタイプの少なくとも１つのばね締付要素と、を有する直列端子によって解決される。
　共通の導体レール部分に少なくとも２つの締付位置が存在するとき、それは特に有利で
ある。締付位置は、このとき、それぞれ、１つのテンション・フレームと、および１つの
操作機構と、により提供される。操作機構は、それぞれ、相互にかみ合って対をなす付属
された操作シリンダおよびねじ山を有する操作部によって形成されている。
【００２２】
　さらに、コイルばねが予め付勢されてテンション・フレームの終端位置において回転止
めが操作シリンダの止め凹部とかみ合うように、それぞれ１つの回転止めが絶縁材ハウジ
ング内に可動に支持されているとき、それは有利である。このようにして、回転止めは操
作シリンダの自動回転を阻止し、したがってばね締付要素の自動閉鎖を阻止する。
【００２３】
　以下に本発明が実施例により添付の図面を用いて詳細に説明される。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】図１は、共通の導体レール部分上に配置された２つのばね締付要素の第１の実施
形態の側断面図を示す。
【図２】図２は、図１からのばね締付要素の正面斜視図を示す。
【図３】図３は、図１および２からのばね締付要素の側面図を示す。
【図４】図４は、共通の導体レール部分上に配置された２つのばね締付要素の第２の実施
形態の非操作状態または操作状態における正面断面図を示す。
【図５】図５は、図４からのばね締付要素の正面斜視図を示す。
【図６】図６は、図４および５からのばね締付要素の側面図を示す。
【図７】図７は、ばね締付要素の第２の実施形態を有する直列端子の正面図を示す。
【図８】図８は、回転止めを設けた操作シリンダの、止め凹部を有する突出部の平面図を
示す。
【図９】図９は、横ブリッジを有する、支持レール上に並列に配置された２つの直列端子
の斜視図を示す。
【図１０】図１０は、挿入された横ブリッジを有する図９からの直列端子の、並列に配置
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された２つのばね締付要素の斜視図を示す。
【図１１】図１１は、スリーブ内にコイルばねを有するばね締付要素の他の実施形態の側
面図を示す。
【図１２】図１２は、図１１からのばね締付要素の変更実施形態の側面図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　図１は、ばね締付要素（換言すれば、ばね端子）１の第１の実施形態を示す。図示の実
施例においては、共通の導体レール部分（換言すれば、母線）２上に２つのばね締付要素
１ａ、１ｂが形成されている。
【００２６】
　ばね締付要素１ａ、１ｂはそれぞれ導体レール部分２の一部を利用し、その一部内にテ
ンション・フレーム３が可動に支持されている。このために、テンション・フレーム３は
、テンション・フレーム３の向かい合う側壁に例えば開口４ａ、４ｂを有し、開口４ａ、
４ｂ内を導体レール部分２が貫通して案内されている。開口４ａ、４ｂはそれぞれ締付端
縁５ａ、５ｂにより境界が形成され、締付端縁５ａ、５ｂは導体レール部分２の下側に配
置されている。
【００２７】
　この実施例においては、導体レール部分２はトンネル金属薄板６を有し、トンネル薄板
６は、導体レール部分２から出発して、その一部において導体レール部分２に平行に伸長
し、導体レール部分２とトンネル薄板６の内壁との間に接続空間７が提供されるように曲
げられている。トンネル薄板６の上方にコイル圧縮ばねの形のコイルばね８が配置され、
コイルばね８は、その下端部をトンネル薄板６に当接させ、その上端部をテンション・フ
レーム３の上部閉鎖壁９に当接させている。コイルばね８の力により、テンション・フレ
ーム３はコイルばね８の軸方向上方に押し付けられているので、導体を締め付けるために
締付端縁５ａおよび５ｂと導体レール部分２との間に締付力が提供される。
【００２８】
　導体を挟み込むように締付端縁５ａ、５ｂと導体レール部分２との間に形成された締付
位置を開放可能にするために、コイルばね８は圧縮されなければならない。このために、
操作シリンダ１０が設けられ、操作シリンダ１０は、コイルばね８の内部空間内に入り込
んで伸長し且つ外周に外ねじ山の形のねじ山１１を有している。ねじ山１１は対応する操
作部１３のねじ山１２とかみ合っている。閉鎖壁９上に、上部閉鎖壁９と共に内ねじ山を
提供するねじ山ナット部分１４が装着されていることにより、操作部１３は閉鎖壁９に接
して形成されている。
【００２９】
　操作シリンダ１０はその下端部がトンネル薄板６に回転可能に支持されているので、コ
イルばね８の下端部、トンネル薄板６および導体レール部分２に対して軸方向に位置固定
に装着されている。
【００３０】
　操作シリンダ１０を回転したとき、テンション・フレーム３は、操作シリンダ１０のね
じ山１１と操作部１３のねじ山１２との協働により、操作シリンダ１０の伸長方向即ち軸
方向下方に移動され、この場合、コイルばね８は圧縮され且つ締付端縁５ａおよび５ｂと
導体レール部分２との間の間隔は増大される。このとき、導体のための締付位置は開放さ
れ且つ導体は取出し可能である。
【００３１】
　図２は、図１からのばね締付要素１ａ、１ｂの正面斜視図を示す。操作シリンダ１０が
それぞれコイルばね８の内部空間内に入り込んで伸長し、その長さがほぼ内部空間内に受
け入れられ、したがって、きわめて僅かな追加空間を占めるにすぎないことが明らかとな
る。
【００３２】
　ばね締付要素１ｂにおいて、即ち右側に示された変更態様においては、上部閉鎖壁９に
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ねじ山ナット要素１４が装着されていないこともまた明らかとなる。操作部１３のねじ山
１２はむしろ閉鎖壁９の対応する貫通開口内にのみ形成される。
【００３３】
　図１および２にさらに深さストッパ１５が示され、深さストッパ１５は、両方のばね締
付要素１ａ、１ｂの間において、操作シリンダ１０の伸長方向に対して平行に導体レール
部分２内に入り込んで伸長している。
【００３４】
　この深さストッパ１５は、上部壁および２つの向かい合う側壁、および場合により下部
壁により箱形に形成されている導体レール部分２内において、導体レール部分２内に挿入
された導体のためのストッパとして働く。さらに、深さストッパ１５は端子の上側におい
てテスト用ピックアップとして働く。
【００３５】
　図２から、さらに、トンネル金属薄板６がブラケット（換言すれば、突片）１６により
導体レール部分２の側壁の対応する受入開口１７内にはめ込まれ且つそこに固定されてい
ることがわかる。
【００３６】
　さらに、トンネル薄板６が、トンネル薄板６を導体レール部分２上に支持するための、
導体レール部分２の方向に下側に曲げられた足部を有していることが明らかとなる。
　図３は、ばね締付要素１の側面図を示す。図１に示す断面を定義するための切断線Ｂ－
Ｂが明確に示されている。
【００３７】
　さらに、操作シリンダ１０がコイルばね８の内部空間内に案内されていることがわかる
。
　図１および３から、さらに、接続空間７内においてトンネル薄板６の下側に板ばね１８
が配置され、板ばね１８は接続空間７内に挿入された接点ピンにばね力を与えることがわ
かる。このような接点ピンは、例えば、横ブリッジの、断面が矩形または楕円形の接点シ
ューであってもよい。
【００３８】
　図４は、ばね締付要素１の第２の実施形態を示す。この場合もまた、２つのばね締付要
素１ａ、１ｂが共通の導体レール部分２上に配置されている。左側のばね締付要素１ａは
閉鎖状態にあるが、右側のばね締付要素１ｂは、コイルばね８が圧縮されて開放状態に存
在するので、接続されるべき導体ないしは導体の心線端末スリーブが挿入または取り出し
可能である。
【００３９】
　ばね締付要素１のこの実施形態においては、同様に、操作シリンダ１９が回転可能にテ
ンション・フレーム３に支持され且つそのねじ山１１をコイルばね８の内部空間内に入り
込ませて伸長している。
【００４０】
　さらに、内ねじ山２１を有するスリーブ２０が設けられ、スリーブ２０はトンネル薄板
６に当接している。操作シリンダ１９の自由端部はスリーブ２０の内部空間内に入り込ん
で伸長しているので、操作シリンダ１９のねじ山１１はスリーブ２０のねじ山２１とかみ
合っている。スリーブ２０は、このように、スリーブ２０および操作シリンダ１９から形
成される操作機構に対する操作部を提供する。
【００４１】
　スリーブ２０は下端部に全周突出部２２（フランジ）を有し、突出部２２にコイルばね
８の下端部が当接している。さらに、トンネル薄板６からピン２３が上方に突出し、ピン
２３は突出部２２の凹部内に入り込み、これにより、スリーブ２０を回転しないようにト
ンネル薄板６に固定している。突出部２２は矩形フランジであってもよく、その側壁は絶
縁材ハウジング３０またはテンション・フレーム３に支持されているので、回転運動を阻
止する。
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【００４２】
　操作シリンダ１９は、同様に、上端部の範囲内に全周突出部２４を有し、突出部２４は
テンション・フレーム３の閉鎖壁９に当接している。このようにして、操作シリンダ１９
を回転したとき、操作シリンダ１９はスリーブ２０内にねじ込まれ且つテンション・フレ
ーム３はコイルばね８を圧縮して導体レール部分２の方向に下方に移動される。
【００４３】
　さらに、トンネル薄板６は導体レール部分２と間隔をなしてそれに平行に伸長する部分
を有し、この部分により、隣接する導体レール部分の一部とそれに向かい合うトンネル薄
板６の内壁との間に接続空間７が提供されることが明らかとなる。一方で、トンネル薄板
６の下側に、接続空間７内に挿入された例えば横ブリッジの接点ピンとのばね力による接
触を形成するための板ばね１８が配置されている。
【００４４】
　図４の右側に示す操作されたばね締付要素１ｂの図から、締付位置の開放状態において
コイルばね８が圧縮されていることが明らかとなる。このために、操作シリンダ１９のね
じ山１１はほぼ完全にスリーブ２０内にねじ込まれている。締付位置が開放されたこの終
端位置において、操作シリンダ１９はコイルばね８の力により回転運動を受け、この回転
運動が締付位置を閉鎖させ且つ操作シリンダ１９を回転させてスリーブ２０から引き出す
ように働くであろう。この場合でも開放された締付位置において導体を確実に締付可能に
し且つ締付位置を開放したまま保持するために、回転止め２５が設けられ、回転止め２５
は操作シリンダ１９の突出部２４の止め凹部２６内に移動して入り込む。しかしながら、
これは終端位置においてのみ可能であり、その理由は、終端位置以外においては、回転止
め２５はテンション・フレーム３にあたるからである。このことは、左側に示した閉鎖さ
れたばね締付要素１ａからわかる。
【００４５】
　図４から、さらに、導体レール部分２の内壁に接点突出部２７が配置され、接点突出部
２７は導体レール部分２の表面から突出し且つ接点突出部２７内に心線端末スリーブＬま
たは導体が引っ掻き接触（換言すれば、係合）することが明らかとなる。このようにして
、改善された電気接触が保証され、および場合によりその心線端末スリーブＬを有する導
体が大きな引張荷重においても締付位置から抜け出すことがないことが保証される。
【００４６】
　図５は、図４に示すばね締付要素１ａ、１ｂの第２の実施形態の正面斜視図を示す。こ
の図から、導体レール部分２がＵ形状に曲げられ且つ上部壁および２つの向かい合う側壁
を有し、これらの壁の間に、場合によりその心線端末スリーブＬを有する導体が受け入れ
られることが明らかとなる。
【００４７】
　締付端縁５ａ、５ｂは、場合により、導体レール部分２の側壁の切り込み２８内におい
て案内されている。
　図５から、さらに、操作シリンダ１９が、上端部において、テンション・フレーム３の
上部閉鎖壁９に隣接して、止め凹部２６を設けた全周突出部２４を有していることが明ら
かとなる。突出部２４は、このように、４つの突出フィンガにより星形に形成されている
。右側のばね締付要素１ｂの図示の終端位置において、このとき、フィンガ間の中間空間
内に回転止め２５がかみ合い可能であり、回転止め２５は、下方に移動されたテンション
・フレーム３に基づき、操作シリンダ１９の中心軸線の方向に移動可能に、例えば直列端
子の絶縁材ハウジング内に支持されている。
【００４８】
　図６は、図４からのばね締付要素１ａの側面図を示す。同様に、図４の断面図の断面を
示す切断線Ｂ－Ｂが明らかとなる。
　さらに、操作シリンダ１９はコイルばね８の内部空間内のスリーブ２０内にのみ伸長し
ているので、このようにして、ばね締付要素１ａの操作のための追加構造空間は必要では
ないことが明らかとなる。
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【００４９】
　図７は、絶縁材ハウジング３０を有する直列端子（換言すれば、端子ブロック）２９の
正面図を示し、絶縁材ハウジング３０内に図４－６の両方のばね締付要素１ａ、１ｂが共
通の導体レール部分２と共に組み込まれている。
【００５０】
　同様に、両方のばね締付要素１ａ、１ｂの間において、深さストッパ１５が絶縁材ハウ
ジング３０内に案内されている。深さストッパ１５の上端部へのアクセスを確保するため
に、深さストッパ１５の上端部内に絶縁材ハウジング３０はテスト用開口３１を有してい
る。
【００５１】
　このように、導体レール部分２と係合している深さストッパ１５はテスト用ピックアッ
プ（換言すれば、テスト接点）として利用可能である。深さストッパ１５は、さらに、導
体レール部分２内において、開放側から導体レール部分２内に挿入された導体ないしはそ
の心線端末スリーブＬのための終端ストッパとして働く。
【００５２】
　図から、さらに、直列端子２９が下部領域内に止め凹部３２を有し、止め凹部３２によ
り、直列端子２９はそれ自身既知のように支持レール３３上に固定可能であることが明ら
かとなる。代替態様として、直列端子２９はねじ結合により支持台に固定されてもよい。
【００５３】
　さらに、特に右側の操作ばね締付要素１ｂにより、ばね締付要素１ａ、１ｂは自己支持
タイプであり且つ操作において絶縁材ハウジング３０に顕著な操作力が与えられないこと
が明らかとなる。むしろ、操作シリンダ１９およびスリーブ２０から形成された操作機構
はコイルばね８の内部空間内で作動し、且つテンション・フレーム３と、および導体レー
ル部分２例えばトンネル薄板６に隣接するコイルばね８の自由端部と、に力を与えるにす
ぎず、絶縁材ハウジング３０に力を与えることはない。
【００５４】
　図８は、図４－７のばね締付要素１の平面図を示す。ここでは、操作シリンダ１９の突
出部２４内に止め凹部２６があることが明確にわかる。操作シリンダ１９の回転は、例え
ば六角レンチまたはねじ回しのような操作工具により可能となり、操作工具は、操作シリ
ンダ１９の上方自由端部の六角形開口３４内に挿入可能である。
【００５５】
　さらに、回転止め２５が操作シリンダの中心軸線の方向に移動され且つ止めフィンガ３
５を突出部２４の止め凹部２６内にかみ合わせていることがわかる。このようにして、コ
イルばね８を弛緩させて締付位置を閉鎖させることになる操作シリンダ１９の自動回転が
阻止される。
【００５６】
　図９は、支持レール３３上に並列に配置された２つの直列端子２９ａ、２９ｂの斜視図
を示し、直列端子２９ａ、２９ｂは上記の第１または第２の実施形態の締付要素を内部空
間内に有している。
【００５７】
　接続空間７内に横ブリッジ３６の接点ピンが挿入されていることが明らかとなる。この
ようにして、直列端子２９ａの電位が隣接する直列端子２９ｂに供給可能である。
　接点ピン３７を有する横ブリッジ３６の接続空間７内への差込みが図１０から明らかと
なる。ここでは、絶縁材ハウジングが取り除かれた２つの直列端子の並列配置が示されて
いるので、接続空間７およびその中に差し込まれた接点ピン３７が一部見られる。
【００５８】
　図９から、回転止め２５がそれぞれ、絶縁材ハウジング３０の受入開口内に、回転止め
２５が絶縁材ハウジング３０内において導体の差込方向に可動に支持されているように挿
入されていることがわかる。回転止め２５は、操作シリンダ１０、１９から外方に押し出
されるように、圧縮ばねＤ（図１０）により予め付勢されている。回転を止めるために、
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このとき、回転止め２５がばね力に抗して絶縁材ハウジング３０内に押し込まれなければ
ならない。この場合、回転止め２５が突出部２４の止め凹部２６内にかみ合い且つばね付
勢された操作シリンダ１０、１９から回転止め２５に顕著な力が作用したとき直ちに、絶
縁材ハウジング３０にかかっている荷重を除去するために、回転止め２５はテンション・
フレーム３の凹部Ａ内に案内される。回転止め２５は、このとき、突出部２４が回転止め
２５に押し付けられることにより、摩擦力によって止め位置内に保持される。
【００５９】
　回転止め２５は、突出部２４と回転止め２５との間の摩擦結合が除去されることにより
、操作シリンダ１０、１９の過回転により解放される。回転止め２５はこのとき自動的に
ばね力により外方に押し出される。この過程が止め凹部２６の輪郭によって支援される。
【００６０】
　図１１は、スリーブ２０から形成された操作部１３が導体レール部分２のトンネル薄板
６に当接しているばね締付要素１の他の実施形態を示す。スリーブ２０は内ねじを有し、
この内ねじ内に、テンション・フレーム３のフランジによって支持された操作シリンダ１
９の外ねじがかみ合っている。操作シリンダ１９の操作部はテンション・フレーム３を貫
通して上方に突出している。操作部内に例えば多角形開口が設けられ、これにより、操作
シリンダ１９は、多角形開口内に挿入され且つそれと係合する工具により回転可能となる
。
【００６１】
　図示の実施形態は、コイルばね８がスリーブ２０の内部空間内に受け入れられ且つスリ
ーブ２０の底部および操作シリンダ１９（ねじ山ボルト）の端面側に対して作用すること
を特徴とする。ばね力により、操作シリンダ１９は、固定されていない状態において、即
ち回転止め２５の解放後において、したがってテンション・フレーム３の解放後において
、上方にさらにスリーブ２０から抜け出すように回転されるので、テンション・フレーム
３は上方に移動し且つ導体Ｌを導体レール部分２に圧着する。この実施形態は、外側に存
在するコイルばねを有する上記の方法に比較して締付システムの摩擦がより小さいことを
特徴とし且つ特に端子間のより大きなピッチ幅（換言すれば、分離幅）における使用に対
して提供されている。
【００６２】
　図１２は、図１１からの実施形態の一変更態様を示す。スリーブ２０内に配置されたコ
イルばね８を有するばね締付要素１の構造およびその機能は原理的に同じである。しかし
ながら、この変更態様においては、操作シリンダ１９はスリーブ２０として形成され、ス
リーブ２０内に、操作部１３を形成するねじ山ボルトがかみ合っている。ねじ山ボルトは
導体レール部分２のトンネル薄板６上に支持されている。
【符号の説明】
【００６３】
　　１、１ａ、１ｂ　ばね締付要素
　　２　導体レール部分
　　３　テンション・フレーム
　　４ａ、４ｂ　開口
　　５ａ、５ｂ　締付端縁
　　６　トンネル薄板
　　７　接続空間
　　８　コイルばね
　　９　閉鎖壁
　　１０、１９　操作シリンダ
　　１１、１２、２１　ねじ山
　　１３　操作部
　　１４　ねじ山ナット部分（ねじ山ナット要素）
　　１５　深さストッパ
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　　１６　ブラケット
　　１７　受入開口
　　１８　板ばね
　　２０　スリーブ（操作部）
　　２２、２４　突出部
　　２３　ピン
　　２５　回転止め
　　２６、３２　止め凹部
　　２７　接点突出部
　　２８　切り込み
　　２９、２９ａ、２９ｂ　直列端子
　　３０　絶縁材ハウジング
　　３１　テスト用ピックアップ
　　３３　支持レール
　　３４　六角形開口
　　３５　止めフィンガ
　　３６　横ブリッジ
　　３７　接点ピン
　　Ａ　凹部
　　Ｄ　圧縮ばね
　　Ｌ　導体（心線端末スリーブ）

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】

【図１０】 【図１１】

【図１２】
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